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議 案
番 号

件                                  名
議  決
内  容

報告1 令和５年度鹿追町一般会計繰越明許費の報告について

報告2 令和５年度鹿追町下水道特別会計繰越明許費の報告について

承認1 専決処分の承認を求めることについて

37 鹿追町町税条例の一部を改正する条例の制定について

38 鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

39
鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を
改正する条例の制定について

40 鹿追町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

41 令和６年度鹿追町一般会計補正予算（第３号）について

42 令和６年度鹿追町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

43
令和６年度鹿追町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）につ
いて

44 令和６年度鹿追町介護保険特別会計補正予算（第１号）について

45
令和６年度鹿追町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）につい
て

46
東瓜幕辺地、北鹿追辺地及び上幌内辺地に係る総合整備計画の策定に
ついて

47 北海道後期高齢者医療広域連合規約の変更について

48 財産の取得について

            　　　議   案   目   次
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承認第 １ 号 
 
   専決処分の承認を求めることについて 
 
 地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分したので、同条第３項

の規定によりこれを報告し、承認を求める。 
 
  令和６年６月１０日提出 
 
                      鹿追町長 喜 井 知 己 
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専 決 処 分 書 
 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分する。 
 
令和６年３月３１日 
                      鹿追町長 喜 井 知 己   

 

 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例 

鹿追町町税条例（昭和２９年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第５１条第２項中「によつて」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、町長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、

かつ、町民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

第５１条第３項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め

る。 

第７１条第２項中「によつて」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、町長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当するこ

とが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、この

限りでない。 

第７１条第３項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め

る。 

第１３９条の３第２項中「によつて」を「により」に改め、同項に次のただし書を

加える。 

ただし、町長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該

当することが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める

場合は、この限りでない。 

第１３９条の３第３項中「によつて」を「により」に改める。 

附則第５条の次に次の１条を加える。 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第５条の２ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規定する

特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場合には、

特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合には、第３項に規定

する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。以下この項及び次項にお

いて「損失対象金額」という。）について、令和５年において生じた法第３１４条

の２第１項第１号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用することが

できる。この場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係る当該

損失対象金額は、その者の令和７年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年

の末日の属する年度の翌年度分の町民税に係るこの条例の規定の適用については、

当該損失対象金額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係る損失

対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８条の６第
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１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資産について受け

た損失の金額（以下この項において「親族資産損失額」という。）があるときは、

当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年度以後の年度分で当該親族資産損失額

が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の町民税に係るこの条例の規定の適用に

ついては、当該親族資産損失額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定による申

告書（その提出期限後において町民税の納税通知書が送達される時までに提出され

たもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含む。）に

第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場合（これらの申告書にその

記載がないことについてやむを得ない理由があると町長が認める場合を含む。）に

限り、適用する。 

附則第６条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改める。 

附則第７条の４の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の個人の町民税の特別税額控除） 

第７条の５ 令和６年度分の個人の町民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第５

項に規定するところにより控除すべき町民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、

前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次条及び附

則第７条の７において「特別税額控除対象納税義務者」という。）の第３４条の３、

第３４条の６から第３４条の９まで、附則第５条第２項、附則第７条第１項、附則

第７条の３の２第１項、前条及び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第２項、第４７条の５第１項

及び前条の規定の適用については、第３４条の７第２項及び前条中「附則第５条の

６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、第４７

条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第７条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用

がないものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則

第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の町民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６ 令和６年度分の個人の町民税に限り、個人の町民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額については、第４１条の規定にかかわらず、次に定めるとこ

ろによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の町民

税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に

係る個人の町民税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の道民

税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の規定の適用がないものとした場合

に算出される普通徴収に係る個人の道民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森

林環境税の額の合算額（以下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の住民税の額」という。）からその者の普通徴収に係る個人の町民税の額、

普通徴収に係る個人の道民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額

を控除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額
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を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当

該金額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に３を乗じて得た金

額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した

残額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満たな

い場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第４０条第１項に

規定する第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１項において「第１期納期」

という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通徴収の個人の住民

税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期においては

その者の分割金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の

分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の

納付額は、第１期納期においてはないものとし、第４０条第１項に規定する第２

期の納期（以下この項及び次条第１項において「第２期納期」という。）におい

てはその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第４０条第１項に規

定する第３期の納期（以下この項において「第３期納期」という。）及び同条第

１項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」という。）に

おいてはその者の分割金額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、かつ、そ

の者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額に満

たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期及

び第２期納期においてはないものとし、第３期納期においてはその者の第１期分

金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第４期納期において

はその者の分割金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計

額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期

納期、第２期納期及び第３期納期においてはないものとし、第４期納期において

はその者の普通徴収に係る個人の町民税の額、普通徴収に係る個人の道民税の額

及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の町民税（第１期納期から第４７条第１項の規定により普通

徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の規定により普

通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の町民税に関する特例） 

第７条の７ 令和６年度分の個人の町民税に限り、第４７条の２第１項の規定により

特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の町民税（第

３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の町民税」という。）の額及び同条

第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に
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係る個人の町民税の額については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の町民

税の額（附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される

第４７条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額

及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及

び第５号において同じ。）の合算額（以下この号及び第５号において「年金所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額」という。）をいう。以下この号及び第３

項第１号において同じ。）からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額を控除した額（以下この項及び第３項において「年金所得に係る個人の町

民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に

係る個人の町民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の町民税の額から

特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額（特別税額控除前の年金所得

に係る個人の町民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下この号において同

じ。）を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を２で除して得た金額

（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１，０

００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下こ

の項において「第２期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の普通徴収

に係る個人の町民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において

「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期及び第２期納期に

普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の町民税

の額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）並びに第４７条の３

に規定する特別徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る個人の町民税の額（以下この項及び第３項に

おいて「特別徴収対象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第１

期分金額からその者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、第２期納期においてはその者の第２期分金額に相当

する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間に

おいてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額を３で除

して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額

が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以

下この項において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額から控除した残額に相当する金

額（以下この項において「１０月分金額」という。）に相当する税額、同年１２

月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその

者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴

収対象税額は、第１期納期における税額はないものとし、第２期納期においては

その者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額からその者の年金所

得に係る個人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、当

該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはそ
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の者の１０月分金額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以上であり、

かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額

の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１

期納期及び第２期納期における税額はないものとし、当該年度の初日の属する年

の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の第１期分金額、その

者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額からその者の年金所得に

係る個人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１

２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金

額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額、

その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年

度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間における税額はな

いものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日までの間においてはその者の

第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割

金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間において

はその者の分割金額に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額

及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額及び特別

徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の

１０月１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないものとし、同年２

月１日から３月３１日までの間においてはその者の年金所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額に相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１

日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特

別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第７条の７

第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の町民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の町民税の

額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定めるところによ

る。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額（特別税額

控除前の年金所得に係る個人の町民税の額から第４７条の５第１項に規定する

年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号において同じ。）
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を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた

金額。以下この項において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその

者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額から控除した残額に相

当する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満たない場合に

は、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３

０日までの間においてはその者の１０月分金額からその者の年金所得に係る個

人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１

日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額

とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分金額とその

者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の

初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間における税額はないも

のとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日までの間においてはその者の１０

月分金額とその者の分割金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の町

民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３

月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上である場合

には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の

１月３１日までの間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日

までの間においてはその者の第４７条の５第２項の規定により読み替えられた

第４７条の２第１項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額と

する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１

日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別

徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第７条の７第

３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の町民税につき第４７条の６第１項の規定の適用がある場

合については、前各項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の個人の町民税の特別税額控除） 

第７条の８ 令和７年度分の個人の町民税に限り、法附則第５条の１２第３項及び第

４項に規定するところにより控除すべき町民税に係る令和７年度分特別税額控除額

を、同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第３４条の３、第３４条

の６から第３４条の９まで、附則第５条第２項、附則第７条第１項、附則第７条の

３の２第１項、附則第７条の４及び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 

附則第８条第２項中「前条」を「附則第７条の４」に改め、同条第３項中「第３４

条の９第１項」の次に「、附則第７条の５第１項及び前条」を加え、「同項」を「第

３４条の９第１項」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、     
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附則第７条の５第１項中「前条」とあるのは「前条、附則第８条第２項」と、前条中

「附則第７条の４」とあるのは「附則第７条の４、次条第２項」とする」に改める。 

附則第１０条の２第１３項を削り、同条第１２項中「附則第１５条第２５項第３号

ハ」を「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第

１１項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第４号ロ」に

改め、同項を同条第１２項とし、同条第１０項中「附則第１５条第２５項第３号イ」

を「附則第１５条第２５項第４号イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項

中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、

同項を同条第１０項とし、同条第８項中「附則第１５条第２５項第２号ロ」を「附則

第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項中「附則第

１５条第２５項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同項を同条

第８項とし、同条第６項の次に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、７分の６とする。 

附則第１０条の２第１４項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」

に改め、同条中第１６項を第１７項とし、第１５項を第１６項とし、第１４項の次に

次の１項を加える。 

１５ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項中「附則第７条第１

７項」を「附則第７条第１８項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１２項中

「附則第７条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改め、同項を同条第１

３項とし、同条第１１項中「附則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１２項各号」

に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１０項中「附則第７条第１０項各号に規定

する」を「附則第７条第１１項各号に掲げる」に改め、同項を同条第１１項とし、同

条第９項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、同項を

同条第１０項とし、同条第８項中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各

号」に改め、同項を同条第９項とし、同条中第３項から第７項までを１項ずつ繰り下

げ、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 町長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分所

有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優

良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に規定

する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定する期間内に施行規則附則第

７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則

第１５条の７第１項又は第２項に規定する要件に該当すると認められるときは、前

項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項の規定を適用することができる。 

附則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は令

和８年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令和７年度

分又は令和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又は令和４年度類

似適用土地」を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似適用土地」に、「令和５年

度分」を「令和８年度分」に改める。 
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附則第１２条の前の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令

和６年度から令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産

税にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年

度分及び令和５年度分」を「令和６年度から令和８年度までの各年度分」に改め、同

条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８

年度まで」に改める。 

附則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に改め、「。以下この条において同じ。」及び「（令和３年度分

の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削る。 

附則第１５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和

８年度まで」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」

に改める。 

附則第１６条の３第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第１６条の３第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第１６条の４第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第１６条の４第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第１７条第３項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第１７条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第１８条第５項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第１８条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第１９条第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第１９条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第２０条第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２０条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第２０条の２第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５
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第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２０条の２第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第２０条の２第５項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２０条の２第３項後段の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第２０条の３第２項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２０条の３第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 

附則第２０条の３第５項に次の１号を加える。 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５

第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２０条の３第３項後段の規定による町民税の所得割の額」とする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の鹿追町町税条例の規定

中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）附則第１

５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第

３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供

する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の日

から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定す

る滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第 ３７ 号 

 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和６年６月１０日提出 

 

鹿追町長 喜 井 知 己 

 

鹿追町町税条例（昭和２９年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第５６条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

附則第４条の２を削る。 

 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第４条の２を削る改正規定

は、公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の翌年の１月

１日から施行する。 
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議案第 ３８ 号 

 

鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

  令和６年６月１０日提出 

 

鹿追町長 喜 井 知 己 

 

鹿追町国民健康保険税条例（平成２０年条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第３項ただし書中「２２０，０００円」を「２４０，０００円」に改め

る。 

第３条第１項中「１００分の４．９０」を「１００分の６．４０」に改める。 

第８条中「１００分の０．９０」を「１００分の１．８０」に改める。 

第２３条第１項中「２２０，０００円」を「２４０，０００円」に改め、同項

第２号中「２９０，０００円」を「２９５，０００円」に改め、同項第３号中「５

３５，０００円」を「５４５，０００円」に改める。 

 

附 則 

（施行期日等）  

１ この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

（適用区分） 

２ 改正後の鹿追町国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税について

は、なお従前の例による。 
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議案第 ３９ 号 

 

鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制 

定について 

 

鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年条例第１３号）の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和６年６月１０日提出 

 

鹿追町長 喜 井 知 己 

 

鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年条例第１３号）の一

部を次のように改正する。 
 

目次中「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条）」を 

「 第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

第６章 雑則（第４９条） 」 
に改める。 

 

第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５人」

に改める。 
 

第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５人」

に改める。 
 

第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５人」

に改める。 
 

第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５人」

に改める。 
 

本則に次の１章を加える。 

第６章 雑則 

（電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面

に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され
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るものをいう。）により行うことができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは、

当分の間、この条例による改正後の鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条

例第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定は、適用しな

い。この場合において、この条例による改正前の鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基

準に関する条例第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定

は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 
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議案第 ４０ 号 

 

鹿追町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

鹿追町介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和６年６月１０日提出 

 

鹿追町長 喜 井 知 己 

 

鹿追町介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 鹿追町介護保険条例（平成１２年条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

第８条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」

に改め、同項第１号中「３７，２００円」を「３４，９００円」に改め、同項第２号中「４

８，３００円」を「５２，５００円」に改め、同項第３号中「５５，８００円」を「５３，

０００円」に改め、同項第４号中「６６，９００円」を「６９，１００円」に改め、同項

第５号中「７４，４００円」を「７６，８００円」に改め、同項第６号中「８１，８００

円」を「９２，１００円」に改め、同号ア中「１００万円」を「１２０万円」に改め、同

号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項

第７号中「８９，２００円」を「９９，８００円」に改め、同号ア中「１００万円以上１

３０万円」を「１２０万円以上２１０万円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、

第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第８号中「９６，７００円」を「１

１５，２００円」に改め、同号ア中「１３０万円以上１９０万円」を「２１０万円以上３

２０万円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１

３号イ」に改め、同項第９号中「１０７，８００円」を「１３０，５００円」に改め、同

号ア中「１９０万円以上２９０万円」を「３２０万円以上４２０万円」に改め、同号イ中

「又は第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第１０

号中「１１９，０００円」を「１４５，９００円」に改め、同号ア中「２９０万円以上５
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００万円」を「４２０万円以上５２０万円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号

イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第１１号中「１３３，９００円」を「１６

１，２００円」に改め、同号ア中「５００万円以上１，０００万円」を「５２０万円以上

６２０万円」に改め、同号イ中「に該当する者を除く。）」を「、次号イ又は第１３号イ

に該当する者を除く。）」に改め、同項第１２号を次のように改める。 

(12) 次のいずれかに該当する者 １７６，６００円 

ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）、又は次号イに該当する者を除く。） 

 

第８条第１項に次の２号を加える。 

(13) 次のいずれかに該当する者 １８４，３００円 

ア 合計所得金額が７２０万円以上１，０００万円未満であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

(14) 前各号のいずれにも該当しない者 １９２，０００円 

 

第８条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度まで」に、

「２２，３００円」を「２１，８００円」に改め、同条第３項中「令和３年度から令和５

年度」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「２２，３００円」を「２１，８００円」

に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度まで」

に、「２２，３００円」を「２１，８００円」に、「５２，０００円」を「５２，６００

円」に改める。 
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第１０条第３項中「第３号ロ又は第４号ロ」を「第３号ロ、第４号ロ」に、「又は第８

条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ若しくは第１１号イ」を

「、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又

は第１３号ロ」に、「令第３９条第１項第１号から第５号まで」を「同項第１号から第１

３号まで」に改め、「及び第８条第１項第６号から第１１号まで」を削る。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の鹿追町介護保険条例第８条の規定は、令和６年度分の保険料から適用し、令

和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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区

 
分

 
ご

 
と

 
の

 
金

 
額

 
並

 
び

 
に

 
補

 
正

 
後

 
の

 
歳

 
入

 

 
 
 
 
 
 
 
 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
金

 
額

 
は

 
、

「
 
第

 
１

 
表

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

（
 
地

 
方

 
債

 
の

 
補

 
正

 
）

第
 
２

 
条

 
　

 
地

 
方

 
債

 
の

 
変

 
更

 
は

 
、

 
「

 
第

 
２

 
表

 
地

 
方

 
債

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

令
 
和

 
６

 
年

 
６

 
月

 
１

０
 
日

　
提

　
出

鹿
 
追

 
町

 
長

 
 
 
喜

　
井

　
知

　
己

令
和

６
年

度
鹿

追
町

一
般

会
計

補
正

予
算

（
第

３
号

）

令
和

６
年

度
鹿

追
町

の
一

般
会

計
補

正
予

算
（

第
３

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

１
８

４
，

３
９

９

７
，

８
１

６
，

４
１

３
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歳
　
入
　
合
　
計

 1
.町
税

86
1,
13
1

△
24
,3
90

83
6,
74
1

 1
.町
民
税

37
6,
19
8

△
24
,3
90

35
1,
80
8

10
.地
方
特
例
交
付
金

4,
87
2

24
,3
90

29
,2
62

 1
.地
方
特
例
交
付
金

2,
00
0

24
,3
90

26
,3
90

11
.地
方
交
付
税

2,
97
6,
25
7

45
,8
62

3,
02
2,
11
9

 1
.地
方
交
付
税

2,
97
6,
25
7

45
,8
62

3,
02
2,
11
9

15
.国
庫
支
出
金

62
3,
34
1

64
,3
64

68
7,
70
5

 1
.国
庫
負
担
金

15
1,
29
8

66
15
1,
36
4

 2
.国
庫
補
助
金

42
2,
82
4

64
,2
98

48
7,
12
2

16
.道
支
出
金

31
0,
18
7

23
3

31
0,
42
0

 1
.道
負
担
金

92
,7
55

33
92
,7
88

 2
.道
補
助
金

20
6,
10
0

20
0

20
6,
30
0

18
.寄
附
金

15
0,
00
4

1,
29
8

15
1,
30
2

 1
.寄
附
金

15
0,
00
4

1,
29
8

15
1,
30
2

19
.繰
入
金

84
6,
77
0

7,
39
2

85
4,
16
2

 1
.基
金
繰
入
金

84
3,
06
5

7,
35
0

85
0,
41
5

 2
.特
別
会
計
繰
入
金

3,
70
5

42
3,
74
7

21
.諸
収
入

45
7,
74
0

5,
05
0

46
2,
79
0

 5
.雑
入

36
8,
52
6

5,
05
0

37
3,
57
6

22
.町
債

31
0,
10
0

60
,2
00

37
0,
30
0

 1
.町
債

31
0,
10
0

60
,2
00

37
0,
30
0

7,
63
2,
01
4

18
4,
39
9

7,
81
6,
41
3

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

（
歳
　
入
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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歳
　
出
　
合
　
計

 2
.総
務
費

2,
25
4,
46
4

63
,6
93

2,
31
8,
15
7

 1
.総
務
管
理
費

2,
23
8,
03
0

61
,5
83

2,
29
9,
61
3

 2
.徴
税
費

6,
55
3

1,
01
2

7,
56
5

 3
.戸
籍
住
民
登
録
費

5,
62
6

1,
09
8

6,
72
4

 3
.民
生
費

68
0,
77
5

3,
44
1

68
4,
21
6

 1
.社
会
福
祉
費

51
6,
63
5

3,
40
2

52
0,
03
7

 2
.児
童
福
祉
費

16
3,
94
0

39
16
3,
97
9

 4
.衛
生
費

43
2,
96
2

17
,6
49

45
0,
61
1

 1
.保
健
衛
生
費

34
6,
54
0

17
,6
49

36
4,
18
9

 5
.農
林
費

1,
52
5,
81
5

88
,7
04

1,
61
4,
51
9

 1
.農
業
費

1,
49
5,
26
5

88
,7
04

1,
58
3,
96
9

 6
.商
工
費

21
6,
27
4

8,
35
0

22
4,
62
4

 1
.商
工
費

21
6,
27
4

8,
35
0

22
4,
62
4

 7
.土
木
費

49
8,
37
7

3,
09
8

50
1,
47
5

 1
.道
路
橋
り
ょ
う
費

31
4,
56
9

3,
09
8

31
7,
66
7

 8
.消
防
費

18
8,
41
3

43
9

18
8,
85
2

 1
.消
防
費

18
8,
41
3

43
9

18
8,
85
2

 9
.教
育
費

55
5,
02
4

△
3,
79
7

55
1,
22
7

 1
.教
育
総
務
費

28
7,
91
6

△
12
8

28
7,
78
8

 4
.社
会
教
育
費

91
,8
18

△
3,
66
9

88
,1
49

11
.諸
支
出
金

26
7,
95
8

2,
82
2

27
0,
78
0

 1
.基
金
費

26
7,
95
8

2,
82
2

27
0,
78
0

7,
63
2,
01
4

18
4,
39
9

7,
81
6,
41
3

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計

24
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第
　
２
　
表

（
変
　
更
）

千
円
以
内

補
正
前

に
同
じ

地
　
　
方
　
　
債
　
　
補
　
　
正

1
7
7
,
3
0
0

補
正
前

過
疎

対
策

事
業

限
度
額

起
債
の

方
　
法

利
　
　
率

普
通
貸
借

又
　
　
は

証
券
発
行

2
.
0
％
以
内
（
た
だ
し
金
利
見
直
し

方
式
で
借
り
入
れ
る
政
府
資
金
、

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
資
金
及

び
金
融
機
関
等
に
つ
い
て
、
利
率

の
見
直
し
を
行
っ
た
後
に
お
い
て

は
当
該
見
直
し
後
の
利
率
)

政
府
資
金
、
地
方
公
共
団
体
金

融
機
構
資
金
及
び
金
融
機
関
等

の
融
資
条
件
に
よ
る
。
た
だ

し
、
町
財
政
の
都
合
に
よ
り
据

置
期
間
及
び
償
還
期
間
を
短
縮

し
、
も
し
く
は
繰
上
償
還
又
は

低
利
に
借
換
え
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

千
円
以
内

起
　
債
　
の
　
目
　
的

補
正
後

利
　
率

償
還
の

方
　
法

補
正
前

に
同
じ

補
正
前

に
同
じ

起
債
の

方
　
法

2
3
7
,
5
0
0

償
還
の
方
法

限
度
額

25



 1
.町
税

10
.地
方
特
例
交
付
金

11
.地
方
交
付
税

15
.国
庫
支
出
金

16
.道
支
出
金

18
.寄
附
金

19
.繰
入
金

21
.諸
収
入

22
.町
債

歳
　
入
　
合
　
計

86
1,
13
1

△
24
,3
90

83
6,
74
1

4,
87
2

29
,2
62

2,
97
6,
25
7

3,
02
2,
11
9

62
3,
34
1

68
7,
70
5

31
0,
18
7

31
0,
42
0

15
0,
00
4

15
1,
30
2

84
6,
77
0

85
4,
16
2

45
7,
74
0

46
2,
79
0

31
0,
10
0

37
0,
30
0

7,
63
2,
01
4

7,
81
6,
41
3

24
,3
90

45
,8
62

64
,3
64 23
3

1,
29
8

7,
39
2

5,
05
0

60
,2
00

18
4,
39
9

歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書

（
歳
　
入
）

１
．
総
　
括

（
単
位
：
千
円
）

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

予
算
確
定
前
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63
,6
93

2,
25
4,
46
4

2,
31
8,
15
7

39
,3
52

5,
05
0

19
,2
91

68
0,
77
5

68
4,
21
6

3,
30
0

43
2,
96
2

45
0,
61
1

17
,6
49

1,
52
5,
81
5

1,
61
4,
51
9

3,
50
4

21
6,
27
4

22
4,
62
4

1,
00
0

49
8,
37
7

50
1,
47
5

3,
09
8

18
8,
41
3

18
8,
85
2

29
3

55
5,
02
4

55
1,
22
7

△
3,
79
7

26
7,
95
8

27
0,
78
0

1,
52
4

7,
63
2,
01
4

7,
81
6,
41
3

45
,8
62

42
3,
44
1

17
,6
49

60
,2
00

88
,7
04

7,
35
0

8,
35
0

3,
09
8

43
9

△
3,
79
7

1,
29
8

2,
82
2

60
,2
00

13
,7
40

18
4,
39
9

99

25
,0
00 14
6

64
,5
97

 8
.消
防
費

 9
.教
育
費

11
.諸
支
出
金

歳
　
出
　
合
　
計

 2
.総
務
費

 3
.民
生
費

 4
.衛
生
費

 5
.農
林
費

 6
.商
工
費

 7
.土
木
費

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額
の
財
源
内
訳

特
定
財
源

一
般
財
源

予
算
確
定
前

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

27
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△
24
,3
90

24
,3
90

45
,8
62 45

現
年
課
税
分

地
方
特
例
交
付
金

地
方
交
付
税

介
護
保
険
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
負
担
金

現
年
課
税
分

 1
.

△
24
,3
90

地
方
特
例
交
付
金

 1
.

24
,3
90

地
方
交
付
税

 1
.

45
,8
62

社
会
福
祉
費
負
担

金
 1
.

66

86
1,
13
1

24
,3
90

△
83
6
,7
41

37
6,
19
8

24
,3
90

△
35
1
,8
08

34
3,
70
6

24
,3
90

△
31
9
,3
16

4,
87
2

24
,3
90

29
,2
62

2,
00
0

24
,3
90

26
,3
90

2,
00
0

24
,3
90

26
,3
90

2,
97
6,
25
7

45
,8
62

3,
02
2
,1
19

2,
97
6,
25
7

45
,8
62

3,
02
2
,1
19

2,
97
6,
25
7

45
,8
62

3,
02
2
,1
19

62
3,
34
1

64
,3
64

68
7
,7
05

15
1,
29
8

66
15
1
,3
64

15
1,
21
7

66
15
1
,2
83

個
人

目
 1
.

地
方
特
例
交
付
金

目
 1
.

地
方
交
付
税

目
 1
.

民
生
費
国
庫
負
担

金
目
 1
.

項
 1
.
町
民
税

項
 1
.
地
方
特
例
交
付
金

項
 1
.
地
方
交
付
税

項
 1
.
国
庫
負
担
金

町
税

款
 1
.

地
方
特
例
交
付
金

款
10
.

地
方
交
付
税

款
11
.

国
庫
支
出
金

款
15
.

(単
位
：
千
円
)

２
．
歳
　
入

予
算
確
定
前

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計
款
  
項
  
目

区
　
分

説
　
　
明

節

金
　
額
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31
,6
73

6,
38
2

1,
09
7

25
,0
00 14
6 2221

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
交
付
事
務
費
補
助
金

環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
瓜
幕
施
設
用
消
化
液
散
布
車
両
整
備
事
業

消
防
団
防
火
手
袋
整
備
事
業

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
交
付
金

地
域
脱
炭
素
移
行
・
再
エ
ネ
推
進
交
付
金
（
重
点
対
策
加
速
化
事

業
）

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
交
付
金

総
務
管
理
費
補
助
金

み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
推
進
交
付
金

本
目
新
設

消
防
団
設
備
整
備
費
補
助
金

介
護
保
険
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
負
担
金

総
務
管
理
費
補
助

金
 1
.

39
,1
52

農
業
費
補
助
金

 1
.

25
,0
00

消
防
費
補
助
金

 1
.

14
6

社
会
福
祉
費
負
担

金
 1
.

33

42
2,
82
4

64
,2
98

48
7
,1
22

17
8,
80
7

39
,1
52

21
7
,9
59

21
,0
00

25
,0
00

46
,0
00

0
14
6

14
6

31
0,
18
7

23
3

31
0
,4
20

92
,7
55

33
92
,7
88

92
,7
15

33
92
,7
48

総
務
費
国
庫
補
助

金
目
 1
.

農
林
費
国
庫
補
助

金
目
 4
.

消
防
費
国
庫
補
助

金
目
 7
.

民
生
費
道
負
担
金

目
 1
.

項
 2
.
国
庫
補
助
金

項
 1
.
道
負
担
金

道
支
出
金

款
16
.

29



11 20
0

99
9

29
9

7,
35
0

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
交
付
金

地
域
づ
く
り
総
合
交
付
金

ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金

総
務
管
理
費
寄
附
金

商
工
業
振
興
基
金
繰
入
金

総
務
管
理
費
補
助

金
 1
.

20
0

一
般
寄
附
金

 1
.

99
9

総
務
管
理
費
寄
附

金
 1
.

29
9

商
工
業
振
興
基
金

繰
入
金

 1
.

7,
35
0

20
6,
10
0

20
0

20
6
,3
00

6,
60
7

20
0

6
,8
07

15
0,
00
4

1,
29
8

15
1
,3
02

15
0,
00
4

1,
29
8

15
1
,3
02

15
0,
00
1

99
9

15
1
,0
00

1
29
9

30
0

84
6,
77
0

7,
39
2

85
4
,1
62

84
3,
06
5

7,
35
0

85
0
,4
15

50
,0
00

7,
35
0

57
,3
50

3,
70
5

42
3
,7
47

3,
70
5

42
3
,7
47

総
務
費
道
補
助
金

目
 1
.

一
般
寄
附
金

目
 1
.

総
務
費
寄
附
金

目
 2
.

商
工
業
振
興
基
金

繰
入
金

目
 7
.

介
護
保
険
特
別
会

計
繰
入
金

目
 1
.

項
 2
.
道
補
助
金

項
 1
.
寄
附
金

項
 1
.
基
金
繰
入
金

項
 2
.
特
別
会
計
繰
入
金

寄
附
金

款
18
.

繰
入
金

款
19
.

(単
位
：
千
円
)

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計
款
  
項
  
目

区
　
分

説
　
　
明

節

金
　
額
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5,
05
0

60
,2
0042

環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
瓜
幕
施
設
用
消
化
液
散
布
車
両
整
備
事
業

介
護
保
険
特
別
会
計
繰
入
金

い
き
い
き
ふ
る
さ
と
推
進
事
業
補
助
金

農
業
債

介
護
保
険
特
別
会

計
繰
入
金

 1
.

42

雑
入

 1
.

5,
05
0

農
業
債

 1
.

60
,2
00

45
7,
74
0

5,
05
0

46
2
,7
90

36
8,
52
6

5,
05
0

37
3
,5
76

36
8,
52
6

5,
05
0

37
3
,5
76

31
0,
10
0

60
,2
00

37
0
,3
00

31
0,
10
0

60
,2
00

37
0
,3
00

4,
40
0

60
,2
00

64
,6
00

雑
入

目
 1
.

農
林
債

目
 4
.

項
 5
.
雑
入

項
 1
.
町
債

諸
収
入

款
21
.

町
債

款
22
.

31



会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

職
員
諸
手
当

北
海
道
町
村
会
負
担
金
（
電
算
関

係
）

修
繕
料

そ
の
他
役
務
費

土
地
購
入
費

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

会
計
年
度
任
用
職
員
旅
費

公
平
委
員
会
委
員
報
酬

1,
90
5

1,
74
9

15
4

39
6

50
0

5,
18
4

1,
82
4

41
9

5
1

7
5

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

10
.
需
用
費

11
.
役
務
費

16
.
公
有
財
産
購
入

費

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

 8
.
旅
費

 1
.
報
酬

1,
90
5

1,
74
9

15
4

39
6

50
0

5,
18
4

1,
82
4

41
9 51 75

39
,3
52

5,
05
0

19
,2
91

38
,2
55

5,
05
0

18
,2
78

3,
80
8

6,
08
0

2,
29
4 88

2,
25
4,
46
4

63
,6
93

2,
31
8,
15
7

2,
23
8,
03
0

61
,5
83

2,
29
9,
61
3

1,
85
3,
85
8

3,
80
8
1,
85
7,
66
6

14
,2
68

6,
08
0

20
,3
48

23
,6
09

2,
29
4

25
,9
03

30
88

11
8

一
般
管
理
費

目
 1
.

財
産
管
理
費

目
 3
.

支
所
費

目
 4
.

公
平
委
員
会
費

目
 5
.

総
務
管
理
費

項
 1
.

総
務
費

款
 2
.

(単
位
：
千
円
)

３
．
歳
　
出

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

予
算
確
定
前

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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費
用
弁
償

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

講
師
等
謝
礼

普
通
旅
費

消
耗
品
費

食
糧
費

チ
ラ
シ
折
込
料

そ
の
他
委
託
料

地
域
活
性
化
起
業
人
派
遣
企
業
負

担
金

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

消
耗
品
費

1
3

△
1,
82
4

△
41
9

11
3

1
9

10
0 2 7

21
9

5,
19
4

△
1,
82
4

△
45
8

46
2

13
 8
.
旅
費

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

 7
.
報
償
費

 8
.
旅
費

10
.
需
用
費

11
.
役
務
費

12
.
委
託
料

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

10
.
需
用
費

△ △ △ △

1,
82
4

41
9

11
3 19 10
2 7

21
9

5,
19
4

1,
82
4

45
8

46
2

70
0

2,
71
1

2,
28
2

△

20
0

26
2

1,
22
5

45
,1
43

3,
41
1

48
,5
54

3,
94
1

2,
28
2

1,
65
9

△

64
,9
30

46
2

65
,3
92

19
,8
92

1,
22
5

21
,1
17

企
画
振
興
費

目
 6
.

交
通
安
全
推
進

費
目
 7
.

公
害
防
災
費

目
10
.

車
両
管
理
費

目
11
.

33



鹿
追
中
学
校
用
軽
ト
ラ
ッ
ク
購

入
費

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
か
み
し
ほ
ろ
サ
ミ

ッ
ト
2
02
4実
行
委
員
会
負
担
金

車
両
購
入
費

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

会
計
年
度
任
用
職
員
旅
費

返
還
金

会
計
年
度
任
用
職
員
旅
費

執
行
事
務
業
務
委
託
料

重
点
対
策
加
速
化
事
業
補
助
金

そ
の
他
負
担
金
補
助
及
び
交
付
金

本
目
新
設

1,
22
5

△
1,
90
5

△
43
8

2
8

3,
77
0

10
5

6,
17
1

2
5,
70
2

30
0

17
.
備
品
購
入
費

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

 8
.
旅
費

22
.
償
還
金
利
子
及

び
割
引
料

 8
.
旅
費

12
.
委
託
料

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

△ △

1,
22
5

1,
90
5

43
8 28

3,
77
0

10
5

6,
17
1

26
,0
02

2,
34
3

△

28

3,
77
0

31
,6
73

15
0

45
5

6
,3
82

4,
20
0

2,
18
2

2,
66
7

2,
34
3

32
4

△

15
,9
87

28
16
,0
15

10
8,
96
7

3,
77
0

11
2,
73
7

60
,6
78

32
,2
78

92
,9
56

0
12
,7
64

12
,7
64

財
政
管
理
費

目
12
.

ラ
イ
デ
ィ
ン
グ

パ
ー
ク
費

目
13
.

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
推
進

費
・
脱
炭
素
先
行
地

域

目
15
.

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン

推
進
費

目
16
.

デ
ジ
タ
ル
推
進

費
目
17
.

(単
位
：
千
円
)

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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書
か
な
い
窓
口
シ
ス
テ
ム
導
入

業
務
委
託
料
外

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
等
券
面

追
記
用
プ
リ
ン
タ
ー
購
入
費

そ
の
他
委
託
料

シ
ス
テ
ム
使
用
料

北
海
道
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
協

議
会
負
担
金

事
務
用
機
器
購
入
費

民
生
児
童
委
員
協
議
会
道
外
研
修

補
助
金

修
繕
料

そ
の
他
委
託
料

4,
41
0

8,
35
4

1,
01
2

1,
09
8

△
64
0

37
6

3,
87
0

4,
41
0

12
.
委
託
料

13
.
使
用
料
及
び
賃

借
料

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

17
.
備
品
購
入
費

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

10
.
需
用
費

12
.
委
託
料

△

8,
35
4

1,
01
2

1,
09
8

64
0

37
6

3,
87
0

1,
01
2

1,
01
2

1
,0
97

1

1
,0
97

1

99
42

3,
30
0

99
42

3,
26
1

64
0

△

4,
81
1

6,
55
3

1,
01
2

7,
56
5

6,
55
3

1,
01
2

7,
56
5

5,
62
6

1,
09
8

6,
72
4

5,
62
6

1,
09
8

6,
72
4

68
0,
77
5

3,
44
1

68
4,
21
6

51
6,
63
5

3,
40
2

52
0,
03
7

93
,5
41

64
0

92
,9
01

△

17
2,
24
6

4,
81
1

17
7,
05
7

賦
課
徴
収
費

目
 1
.

戸
籍
住
民
登
録

費
目
 1
.

社
会
福
祉
総
務

費
目
 1
.

心
身
障
が
い
者

特
別
対
策
費

目
 2
.

徴
税
費

項
 2
.

戸
籍
住
民
登
録

費
項
 3
.

社
会
福
祉
費

項
 1
.

民
生
費

款
 3
.
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地
域
お
こ
し
協
力
隊
委
託
料

物
品
借
上
料

地
域
ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン
事
業
補
助

金 介
護
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
繰
出

金 事
務
用
機
器
購
入
費

町
立
病
院
運
営
費
補
助
金

56
5

8
4

△
98
0

12
7

3
9

1
7,
64
9

13
.
使
用
料
及
び
賃

借
料

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

27
.
繰
出
金

27
.
繰
出
金

17
.
備
品
購
入
費

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

△

56
5 84 98
0

12
7 39

17
,6
49

99
42

1,
03
7

△

12
7 39 39

17
,6
49

17
,6
49

17
,6
49

25
,0
00

60
,2
00

3,
50
4

25
,0
00

60
,2
00

3,
50
4

10
6,
89
0

89
6

10
5,
99
4

△

75
,4
74

12
7

75
,6
01

16
3,
94
0

39
16
3,
97
9

74
,3
86

39
74
,4
25

43
2,
96
2

17
,6
49

45
0,
61
1

34
6,
54
0

17
,6
49

36
4,
18
9

27
7,
90
2

17
,6
49

29
5,
55
1

1,
52
5,
81
5

88
,7
04

1,
61
4,
51
9

1,
49
5,
26
5

88
,7
04

1,
58
3,
96
9

在
宅
福
祉
費

目
 6
.

後
期
高
齢
者
医

療
費

目
 7
.

こ
ど
も
園
費

目
 3
.

保
健
衛
生
総
務

費
目
 1
.

児
童
福
祉
費

項
 2
.

保
健
衛
生
費

項
 1
.

農
業
費

項
 1
.

衛
生
費

款
 4
.

農
林
費

款
 5
.

(単
位
：
千
円
)

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
瓜
幕
施
設

用
消
化
液
散
布
車
両
購
入
費

自
衛
防
疫
事
業
補
助
金

バ
イ
オ
ガ
ス
プ
ラ
ン
ト
事
業
委
託

料 車
両
購
入
費

会
計
年
度
任
用
職
員
旅
費

普
通
旅
費

北
海
道
農
業
開
発
公
社
負
担
金

鹿
追
町
企
業
活
性
化
推
進
助
成
金

鹿
追
町
店
舗
等
修
繕
補
助
金

2,
00
3

1,
10
0

8
5,
20
0

13
9

19
6

6
6

7,
35
0

1,
00
0

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

12
.
委
託
料

17
.
備
品
購
入
費

 8
.
旅
費

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

2,
00
3

1,
10
0

85
,2
00 33
5 66

8,
35
0

2,
00
3

25
,0
00

60
,2
00

1,
10
0

40
1

7,
35
0

1,
00
0

7,
35
0

1,
00
0

7,
35
0

1,
00
0

3,
09
8

3,
09
8

43
6,
22
1

2,
00
3

43
8,
22
4

52
0,
18
3

86
,3
00

60
6,
48
3

3,
62
0

40
1

4,
02
1

21
6,
27
4

8,
35
0

22
4,
62
4

21
6,
27
4

8,
35
0

22
4,
62
4

91
,5
84

8,
35
0

99
,9
34

49
8,
37
7

3,
09
8

50
1,
47
5

31
4,
56
9

3,
09
8

31
7,
66
7

畜
産
業
費

目
 4
.

環
境
保
全
セ
ン

タ
ー
費

目
 5
.

産
業
後
継
者
対

策
費

目
 9
.

商
工
業
振
興
費

目
 1
.

商
工
費

項
 1
.

道
路
橋
り
ょ
う

費
項
 1
.

商
工
費

款
 6
.

土
木
費

款
 7
.
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消
防
団
防
火
手
袋
購
入
費

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

そ
の
他
備
品
購
入
費

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
給

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

2,
44
2

65
6

43
9

3,
12
4

△
3,
25
2

△
1,
82
4

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

17
.
備
品
購
入
費

 1
.
報
酬

 2
.
給
料

 1
.
報
酬

△ △

2,
44
2

65
6

43
9

3,
12
4

3,
25
2

1,
82
4

3,
09
8

14
6

29
3

14
6

29
3

14
6

29
3

3,
79
7

△

12
8

△

12
8

△

3,
66
9

△

2,
35
0

△

83
,8
48

3,
09
8

86
,9
46

18
8,
41
3

43
9

18
8,
85
2

18
8,
41
3

43
9

18
8,
85
2

15
,3
58

43
9

15
,7
97

55
5,
02
4

3,
79
7

55
1,
22
7

△

28
7,
91
6

12
8

28
7,
78
8

△

20
5,
27
8

12
8

20
5,
15
0

△

91
,8
18

3,
66
9

88
,1
49

△

9,
17
2

2,
35
0

6,
82
2

△

道
路
維
持
費

目
 1
.

非
常
備
消
防
費

目
 2
.

教
育
振
興
費

目
 3
.

社
会
教
育
総
務

費
目
 1
.

消
防
費

項
 1
.

教
育
総
務
費

項
 1
.

社
会
教
育
費

項
 4
.

消
防
費

款
 8
.

教
育
費

款
 9
.

(単
位
：
千
円
)

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

会
計
年
度
任
用
職
員
旅
費

家
具
・
什
器
購
入
費

そ
の
他
委
員
報
酬

費
用
弁
償

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

町
づ
く
り
基
金
利
子
等
積
立
金

環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
基
金
利
子
等

積
立
金

町
営
牧
場
基
金
積
立
金

鹿
追
町
ふ
る
さ
と
寄
附
金
基
金
利

子
等
積
立
金

△
44
0

△
8
6

8
8

28
0

49
9

△
1,
75
7

△
42
9

40
0

△
12
1

34
3

2,
20
0

44
0

 3
.
職
員
手
当
等

△

 8
.
旅
費

17
.
備
品
購
入
費

 1
.
報
酬

 8
.
旅
費

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

24
.
積
立
金

△ △ △

86 88 28
0

49
9

1,
75
7

42
9

2,
82
2

88 77
9

2,
18
6

△

1,
29
8

1,
52
4

1,
29
8

1,
52
4

1,
29
8

1,
52
4

45
,3
09

88
45
,3
97

13
,1
91

77
9

13
,9
70

20
,7
58

2,
18
6

18
,5
72

△

26
7,
95
8

2,
82
2

27
0,
78
0

26
7,
95
8

2,
82
2

27
0,
78
0

26
7,
95
8

2,
82
2

27
0,
78
0

社
会
教
育
施
設

費
目
 2
.

図
書
館
費

目
 3
.

神
田
日
勝
記
念

美
術
館
費

目
 4
.

基
金
費

目
 1
.

基
金
費

項
 1
.

諸
支
出
金

款
11
.
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補

 
正

 
）

 
千

 
円

 
を

 
減

 
額

 
し

 
、

歳
 
入

 
歳

 
出

 
 
 
 
 
予

 
算

 
の

 
総

 
額

 
を

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

７
６

１
，

０
０

３
 
千

 
円

 
と

 
定

 
め

 
る

 
。

 
 
 
２

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
の

 
款

 
項

 
の

 
区

 
分

 
及

 
び

 
当

 
該

 
区

 
分

 
ご

 
と

 
の

 
金

 
額

 
並

 
び

 
に

 
補

 
正

 
後

 
の

 
歳

 
入

 
歳

 
 

 
 
 
 
 
出

 
予

 
算

 
の

 
金

 
額

 
は

 
、

「
 
第

 
１

 
表

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

（
 
債

 
務

 
負

 
担

 
行

 
為

 
の

 
補

 
正

 
）

（
 
地

 
方

 
債

 
の

 
補

 
正

 
）

第
 
２

 
条

 
 
 
地

 
方

 
債

 
の

 
変

 
更

 
は

 
、

 
「

 
第

 
２

 
表

 
地

 
方

 
債

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

 

令
 
和

 
６

 
年

 
６

 
月

 
１

０
 
日

　
提

 
出

 
 
 
 
 
鹿

 
追

 
町

 
長

 
 
 
喜

　
井

　
知

　
己

議
案

第

令
和

６
年

度
鹿

追
町

の
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

３
，

７
８

７
第

 
１

 
条

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
総

 
額

 
か

 
ら

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

　

令
和

６
年

度
鹿

追
町

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）
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歳
　
入
　
合
　
計

 1
.国
民
健
康
保
険
税

21
8,
25
4

△
25
5

21
7,
99
9

 1
.国
民
健
康
保
険
税

21
8,
25
4

△
25
5

21
7,
99
9

 3
.道
支
出
金

47
9,
96
6

△
3,
53
2

47
6,
43
4

 1
.道
補
助
金

47
9,
96
5

△
3,
53
2

47
6,
43
3

76
4,
79
0

△
3,
78
7

76
1,
00
3

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

（
歳
　
入
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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歳
　
出
　
合
　
計

 3
.国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金

29
1,
40
0

△
3,
78
7

28
7,
61
3

 1
.医
療
給
付
費
分

19
8,
48
0

△
1,
04
5

19
7,
43
5

 2
.後
期
高
齢
者
支
援
金
等
分

64
,9
30

△
1,
91
6

63
,0
14

 3
.介
護
納
付
金
分

27
,9
90

△
82
6

27
,1
64

76
4,
79
0

△
3,
78
7

76
1,
00
3

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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 1
.国
民
健
康
保
険
税

 3
.道
支
出
金

歳
　
入
　
合
　
計

21
8,
25
4

△
25
5

21
7,
99
9

47
9,
96
6

47
6,
43
4

76
4,
79
0

76
1,
00
3

△
3,
53
2

△
3,
78
7

歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書

（
歳
　
入
）

１
．
総
　
括

（
単
位
：
千
円
）

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

予
算
確
定
前
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△
3,
78
7

29
1,
40
0

28
7,
61
3

△
3,
53
2

△
25
5

76
4,
79
0

76
1,
00
3

△
25
5

△
3,
78
7

△
3,
53
2

 3
.国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金

歳
　
出
　
合
　
計

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額
の
財
源
内
訳

特
定
財
源

一
般
財
源

予
算
確
定
前

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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△
43
2

△
1,
30
9

1,
48
6

25
5

△
3,
78
7

医
療
給
付
費
分
現
年
課
税
分

後
期
高
齢
者
支
援
金
分
現
年
課
税
分

介
護
納
付
金
分
現
年
課
税
分

特
別
調
整
交
付
金
分
（
市
町
村
分
）

道
繰
入
金
（
２
号
分
）

医
療
給
付
費
分
現

年
課
税
分

 1
.

△
43
2

後
期
高
齢
者
支
援

金
分
現
年
課
税
分

 2
.

△
1,
30
9

介
護
納
付
金
分
現

年
課
税
分

 3
.

1,
48
6

特
別
交
付
金

 2
.

△
3,
53
2

21
8,
25
4

25
5

△
21
7
,9
99

21
8,
25
4

25
5

△
21
7
,9
99

21
8,
25
4

25
5

△
21
7
,9
99

47
9,
96
6

3,
53
2

△
47
6
,4
34

47
9,
96
5

3,
53
2

△
47
6
,4
33

47
9,
96
5

3,
53
2

△
47
6
,4
33

一
般
被
保
険
者
国

民
健
康
保
険
税

目
 1
.

保
険
給
付
費
等
交

付
金

目
 1
.

項
 1
.
国
民
健
康
保
険
税

項
 1
.
道
補
助
金

国
民
健
康
保
険
税

款
 1
.

道
支
出
金

款
 3
.

(単
位
：
千
円
)

２
．
歳
　
入

予
算
確
定
前

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計
款
  
項
  
目

区
　
分

説
　
　
明

節

金
　
額
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一
般
被
保
険
者
医
療
給
付
費
分
納

付
金

一
般
被
保
険
者
後
期
高
齢
者
支
援

金
等
分
納
付
金

介
護
納
付
金
分
納
付
金

△
1,
04
5

△
1,
91
6

△
82
6

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

△ △ △

1,
04
5

1,
91
6

82
6

3
,5
32

25
5

△
△

79
0

25
5

△
△

79
0

25
5

△
△

1
,9
16

△

1
,9
16

△

82
6

△

82
6

△

29
1,
40
0

3,
78
7

28
7,
61
3

△

19
8,
48
0

1,
04
5

19
7,
43
5

△

19
8,
48
0

1,
04
5

19
7,
43
5

△

64
,9
30

1,
91
6

63
,0
14

△

64
,9
30

1,
91
6

63
,0
14

△

27
,9
90

82
6

27
,1
64

△

27
,9
90

82
6

27
,1
64

△

一
般
被
保
険
者

医
療
給
付
費
分

目
 1
.

一
般
被
保
険
者
後
期

高
齢
者
支
援
金
等
分

目
 1
.

介
護
納
付
金
分

目
 1
.

医
療
給
付
費
分

項
 1
.

後
期
高
齢
者
支

援
金
等
分

項
 2
.

介
護
納
付
金
分

項
 3
.

国
民
健
康
保
険
事

業
費
納
付
金

款
 3
.

(単
位
：
千
円
)

３
．
歳
　
出

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

予
算
確
定
前

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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号

令
和

６
年

度
鹿

追
町

の
国

民
健

康
保

険
病

院
事

業
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

令
和

６
年

度
鹿

追
町

国
民

健
康

保
険

病
院

事
業

会
計

予
算

（
以

下
「

予
算

」
と

い
う

。
）

第
２

条
中

（
５

）
建

設
改

良
事

業
 

１
有

形
固

定
資

産
購

入
費

「
２

０
，

１
５

４
千

円
」

を
「

２
０

，
７

４
８

千
円

」
に

改
め

、
次

に
「

２
施

設
整

備
費

　
６

７
，

０
０

０
千

円
」

を
加

え
る

。

予
算

第
３

条
に

定
め

た
収

益
的

収
入

及
び

支
出

の
予

定
額

を
次

の
と

お
り

補
正

す
る

。

千
円

第
１

項
医

業
費

用
６

２
９

，
７

９
４

千
円

１
７

，
６

４
９

千
円

６
４

７
，

４
４

３
千

円

支
出

第
１

款
病

院
事

業
費

用
６

３
２

，
４

２
２

千
円

１
７

，
６

４
９

３
１

１
，

３
６

７
千

円
第

２
項

医
業

外
収

益
２

９
３

，
７

１
８

千
円

１
７

，
６

４
９

千
円

千
円

６
５

０
，

０
７

１

６
５

０
，

０
７

１
千

円
第

１
款

病
院

事
業

収
益

６
３

２
，

４
２

２
千

円
１

７
，

６
４

９
千

円

第
３

条

（
科

 
 
 
 
 
 
 
 
 
目

）
（

既
決

予
定

額
）

（
補

正
予

定
額

）
（

 
 
 
 
計

 
 
 
 
）

収
入

議
案

第
４

３

令
和

６
年

度
鹿

追
町

国
民

健
康

保
険

病
院

事
業

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）

第
１

条

第
２

条
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予
算

第
６

条
中

（
１

）
職

員
給

与
費

「
３

９
８

，
９

１
０

千
円

」
を

「
４

１
６

，
５

５
９

千
円

」
に

改
め

る
。

予
算

第
７

条
中

他
会

計
補

助
金

「
２

８
５

，
７

０
９

千
円

」
を

「
３

０
３

，
３

５
８

千
円

」
に

改
め

る
。

第
５

条

第
６

条

千
円

第
１

項
建

設
改

良
費

２
０

，
１

５
４

千
円

６
７

，
５

９
４

千
円

８
７

，
７

４
８

千
円

支
出

第
１

款
資

本
的

支
出

４
１

，
１

７
３

千
円

６
７

，
５

９
４

千
円

１
０

８
，

７
６

７

千
円

第
３

項
補

助
金

０
千

円
２

７
，

１
２

１
千

円
２

７
，

１
２

１
千

円

千
円

７
３

，
４

６
５

千
円

第
２

項
企

業
債

０
千

円
３

９
，

８
０

０
千

円
３

９
，

８
０

０

第
１

款
資

本
的

収
入

６
，

５
４

４
千

円
６

６
，

９
２

１

収
入

第
４

条

　
　

　
に

改
め

、
資

本
的

収
入

及
び

支
出

の
予

定
額

を
次

の
と

お
り

補
正

す
る

。

（
科

 
 
 
 
 
 
 
 
 
目

）
（

既
決

予
定

額
）

（
補

正
予

定
額

）
（

 
 
 
 
計

 
 
 
 
）

予
算

第
４

条
中

本
文

括
弧

書
中

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

対
し

不
足

す
る

額
「

３
４

，
６

２
９

千
円

」
を

「
３

５
，

３
０

２
千

円
」
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予
算

第
８

条
の

次
に

次
の

１
条

を
加

え
る

。

（
企

業
債

）

第
９

条
　

起
債

の
目

的
、

限
度

額
、

起
債

の
方

法
、

利
率

及
び

償
還

の
方

法
は

、
次

の
と

お
り

と
定

め
る

。

予
算

第
９

条
の

次
に

次
の

１
条

を
加

え
る

。

（
重

要
な

資
産

の
取

得
）

第
１

０
条

　
重

要
な

資
産

の
取

得
は

、
次

の
と

お
り

と
定

め
る

。

鹿
 
追

 
町

 
長

　
 
喜

 
 
井

 
 
知

 
 
己

　
　

　
令

和
 
６

 
年

 
６

 
月

 
１

０
 
日

 
 
提

 
出

第
７

条

第
８

条

種
　

　
類

建
物

附
属

設
備

名
　

　
称

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
設

備
一

式

数
　

　
　

量

３
９

，
８

０
０

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
設

備
整

備
事

業

償
還

の
方

法

千
円

以
内

普
通

貸
借

又
は

証
券

発
行

2
.
0
％

以
内

（
た

だ
し

金
利

見
直

し
方

式
で

借
り

入
れ

る
政

府
資

金
、

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

資
金

及
び

金
融

機
関

等
に

お
い

て
利

率
の

見
直

し
を

行
っ

た
後

に
お

い
て

は
当

該
見

直
し

後
の

利
率

）

政
府

資
金

、
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
資

金
及

び
金

融
機

関
等

の
融

資
条

件
に

よ
る

。
た

だ
し

、
町

財
政

の
都

合
に

よ
り

据
置

期
間

及
び

償
還

期
間

を
短

縮
し

、
も

し
く

は
繰

上
償

還
又

は
低

利
に

借
換

え
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

起
債

の
目

的
限

度
額

起
債

の
方

法
利

　
　

率
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令

和
６

年
度

鹿
追

町
国

民
健

康
保

険
病

院
事

業
会

計
補

正
予

算
説

明
書

予
定

額

1
病

院
事

業
収

益
6
3
2
,
4
2
2

 
1
7
,
6
4
9

6
5
0
,
0
7
1

2
医

業
外

収
益

2
9
3
,
7
1
8

 
1
7
,
6
4
9

3
1
1
,
3
6
7

3
他

会
計

補
助

金
2
7
9
,
1
6
5

 
1
7
,
6
4
9

2
9
6
,
8
1
4

病
院

運
営

費
補

助
金

1
7
,
6
4
9

千
円

追
加

予
定

額

1
病

院
事

業
費

用
6
3
2
,
4
2
2

 
1
7
,
6
4
9

6
5
0
,
0
7
1

1
医

業
費

用
6
2
9
,
7
9
4

 
1
7
,
6
4
9

6
4
7
,
4
4
3

1
給

与
費

3
9
8
,
9
1
0

 
1
7
,
6
4
9

4
1
6
,
5
5
9

手
当

3
,
6
5
6

千
円

追
加

報
酬

1
1
,
2
8
0

千
円

追
加

法
定

福
利

費
2
,
7
1
3

千
円

追
加

計
1
7
,
6
4
9

千
円

追
加

支
　

　
出

（
単

位
：

千
円

）

款
項

目
補

正
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

収
益

的
収

入
及

び
支

出

収
　

　
入

（
単

位
：

千
円

）

款
項

目
補

正
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明
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予
定

額
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

1
資

本
的

収
入

6
,
5
4
4

 
6
6
,
9
2
1

7
3
,
4
6
5

2
企

業
債

0
 

3
9
,
8
0
0

3
9
,
8
0
0

1
企

業
債

0
 

3
9
,
8
0
0

3
9
,
8
0
0

企
業

債
借

入
金

3
9
,
8
0
0

千
円

追
加

3
補

助
金

0
2
7
,
1
2
1

2
7
,
1
2
1

1
補

助
金

0
2
7
,
1
2
1

2
7
,
1
2
1

医
療

施
設

等
施

設
整

備
費

補
助

金
2
7
,
1
2
1

千
円

追
加

予
定

額

1
資

本
的

支
出

4
1
,
1
7
3

 
6
7
,
5
9
4

1
0
8
,
7
6
7

1
建

設
改

良
費

2
0
,
1
5
4

 
6
7
,
5
9
4

8
7
,
7
4
8

器
械

備
品

購
入

費
（

エ
ア

コ
ン

購
入

費
） 5
9
4

千
円

追
加

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
設

備
設

置
工

事

6
7
,
0
0
0

千
円

追
加

6
7
,
0
0
0

1
有

形
固

定
資

産
購

入
費

2
0
,
1
5
4

 
5
9
4

2
0
,
7
4
8

2
施

設
整

備
費

0
 

6
7
,
0
0
0

（
単

位
：

千
円

）

款
項

目
補

正
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

支
　

　
出

資
本

的
収

入
及

び
支

出

収
　

　
入

（
単

位
：

千
円

）

款
項

目
補

正
額

計
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議
 
案

 
第

４
４

号

（
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
）

第
 
１

 
条

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
総

 
額

 
に

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

　
２

，
９

０
７

 
千

 
円

 
を

 
追

 
加

 
し

 
、

歳
 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
 
 
 
 
の

 
総

 
額

 
を

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

 
千

 
円

 
と

 
定

 
め

 
る

 
。

 
 
 
２

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
の

 
款

 
項

 
の

 
区

 
分

 
及

 
び

 
当

 
該

 
区

 
分

 
ご

 
と

 
の

 
金

 
額

 
並

 
び

 
に

 
補

 
正

 
後

 
の

 
歳

 
入

 
歳

 
 

 
 
 
 
 
出

 
予

 
算

 
の

 
金

 
額

 
は

 
、

「
 
第

 
１

 
表

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

 
 
 
 
 
令

 
和

 
６

 
年

 
６

 
月

 
１

０
 
日

　
提

 
出

 
 
 
 
 
 
鹿

 
追

 
町

 
長

 
 
 
喜

　
井

　
知

　
己

令
和

６
年

度
鹿

追
町

の
介

護
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

５
４

５
，

４
２

６

令
和

６
年

度
鹿

追
町

介
護

保
険

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）
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歳
　
入
　
合
　
計

 1
.介
護
保
険
料

11
7,
90
5

5,
81
6

12
3,
72
1

 1
.介
護
保
険
料

11
7,
90
5

5,
81
6

12
3,
72
1

 2
.国
庫
支
出
金

11
4,
39
8

△
99
1

11
3,
40
7

 1
.国
庫
負
担
金

85
,5
09

△
99
1

84
,5
18

 3
.道
支
出
金

82
,4
52

△
98
0

81
,4
72

 1
.道
負
担
金

81
,0
83

△
98
0

80
,1
03

 4
.支
払
基
金
交
付
金

14
0,
64
9

42
14
0,
69
1

 1
.支
払
基
金
交
付
金

14
0,
64
9

42
14
0,
69
1

 6
.繰
入
金

85
,3
94

△
98
0

84
,4
14

 1
.一
般
会
計
繰
入
金

85
,3
93

△
98
0

84
,4
13

54
2,
51
9

2,
90
7

54
5,
42
6

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

（
歳
　
入
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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歳
　
出
　
合
　
計

 2
.保
険
給
付
費

51
2,
58
2

2,
86
5

51
5,
44
7

 1
.介
護
サ
ー
ビ
ス
等
諸
費

45
9,
11
1

61
6

45
9,
72
7

 2
.高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
費

12
,1
11

1,
80
9

13
,9
20

 3
.特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
費

41
,3
60

44
0

41
,8
00

 6
.諸
支
出
金

3,
75
7

42
3,
79
9

 2
.繰
出
金

3,
70
5

42
3,
74
7

54
2,
51
9

2,
90
7

54
5,
42
6

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計

54
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 1
.介
護
保
険
料

 2
.国
庫
支
出
金

 3
.道
支
出
金

 4
.支
払
基
金
交
付
金

 6
.繰
入
金

歳
　
入
　
合
　
計

11
7,
90
5

5,
81
6

12
3,
72
1

11
4,
39
8

11
3,
40
7

82
,4
52

81
,4
72

14
0,
64
9

14
0,
69
1

85
,3
94

84
,4
14

54
2,
51
9

54
5,
42
6

△
99
1

△
98
0 42

△
98
0

2,
90
7

歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書

（
歳
　
入
）

１
．
総
　
括

（
単
位
：
千
円
）

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

予
算
確
定
前
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2,
86
5

51
2,
58
2

51
5,
44
7

△
1,
97
1

△
98
0

5,
81
6

3,
75
7

3,
79
9

54
2,
51
9

54
5,
42
6

5,
81
6

42
42

△
93
8

2,
90
7

△
1,
97
1

 2
.保
険
給
付
費

 6
.諸
支
出
金

歳
　
出
　
合
　
計

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額
の
財
源
内
訳

特
定
財
源

一
般
財
源

予
算
確
定
前

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

56
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5,
81
6

△
99
1

△
98
0 42

現
年
度
分

法
定
負
担
金

法
定
負
担
金

法
定
負
担
金

現
年
度
分

 1
.

5,
81
6

現
年
度
分

 1
.

△
99
1

現
年
度
分

 1
.

△
98
0

現
年
度
分

 1
.

42

11
7,
90
5

5,
81
6

12
3
,7
21

11
7,
90
5

5,
81
6

12
3
,7
21

11
7,
90
5

5,
81
6

12
3
,7
21

11
4,
39
8

99
1

△
11
3
,4
07

85
,5
09

99
1

△
84
,5
18

85
,5
09

99
1

△
84
,5
18

82
,4
52

98
0

△
81
,4
72

81
,0
83

98
0

△
80
,1
03

81
,0
83

98
0

△
80
,1
03

14
0,
64
9

42
14
0
,6
91

14
0,
64
9

42
14
0
,6
91

2,
25
2

42
2
,2
94

第
１
号
被
保
険
者

保
険
料

目
 1
.

介
護
給
付
費
負
担

金
目
 1
.

介
護
給
付
費
負
担

金
目
 1
.

地
域
支
援
事
業
交

付
金

目
 2
.

項
 1
.
介
護
保
険
料

項
 1
.
国
庫
負
担
金

項
 1
.
道
負
担
金

項
 1
.
支
払
基
金
交
付
金

介
護
保
険
料

款
 1
.

国
庫
支
出
金

款
 2
.

道
支
出
金

款
 3
.

支
払
基
金
交
付
金

款
 4
.

(単
位
：
千
円
)

２
．
歳
　
入

予
算
確
定
前

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計
款
  
項
  
目

区
　
分

説
　
　
明

節

金
　
額
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△
1,
06
9 89

法
定
繰
入
金

一
般
会
計
繰
入
金

現
年
度
分

 1
.

△
1,
06
9

現
年
度
分

 1
.

89

85
,3
94

98
0

△
84
,4
14

85
,3
93

98
0

△
84
,4
13

64
,0
71

1,
06
9

△
63
,0
02

5,
45
8

89
5
,5
47

介
護
給
付
費
繰
入

金
目
 1
.

低
所
得
者
保
険
料

軽
減
繰
入
金

目
 5
.

項
 1
.
一
般
会
計
繰
入
金

繰
入
金

款
 6
.

58



居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
計
画
給
付
費

福
祉
用
具
購
入
給
付
費

住
宅
改
修
給
付
費

高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス
費

2
7

12
3

46
6

1,
80
9

44
0

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

27 12
3

46
6

1,
80
9

44
0

1
,9
71

98
0

5,
81
6

△
△

1
,9
71

98
0

3,
56
7

△
△

98
5

49
0

1,
47
5

△
△

27 12
3

46
6

98
6

49
0

1,
47
6

△
△

1,
80
9

1,
80
9

44
0

44
0

51
2,
58
2

2,
86
5

51
5,
44
7

45
9,
11
1

61
6

45
9,
72
7

81
,8
44

0
81
,8
44

14
,1
40

27
14
,1
67

1,
11
6

12
3

1,
23
9

1,
56
8

46
6

2,
03
4

64
,6
03

0
64
,6
03

12
,1
11

1,
80
9

13
,9
20

12
,1
11

1,
80
9

13
,9
20

41
,3
60

44
0

41
,8
00

41
,3
60

44
0

41
,8
00

居
宅
介
護
サ
ー

ビ
ス
給
付
費

目
 1
.

居
宅
介
護
サ
ー
ビ

ス
計
画
給
付
費

目
 2
.

福
祉
用
具
購
入

費
目
 4
.

住
宅
改
修
費

目
 5
.

地
域
密
着
型
サ

ー
ビ
ス
給
付
費

目
 8
.

高
額
介
護
サ
ー

ビ
ス
等
費

目
 1
.

特
定
入
所
者
介
護

サ
ー
ビ
ス
等
費

目
 1
.

介
護
サ
ー
ビ
ス

等
諸
費

項
 1
.

高
額
介
護
サ
ー

ビ
ス
等
費

項
 2
.

特
定
入
所
者
介
護

サ
ー
ビ
ス
等
費

項
 3
.

保
険
給
付
費

款
 2
.

(単
位
：
千
円
)

３
．
歳
　
出

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

予
算
確
定
前

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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介
護
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

4
2

27
.
繰
出
金

42

42 42 42

3,
75
7

42
3,
79
9

3,
70
5

42
3,
74
7

3,
70
5

42
3,
74
7

他
会
計
繰
出
金

目
 1
.

繰
出
金

項
 2
.

諸
支
出
金

款
 6
.

60



議
 
案

 
第

４
５

号

（
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
）

第
 
１

 
条

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
総

 
額

 
に

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

　
１

２
７

千
 
円

 
を

 
追

 
加

 
し

 
、

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
 
 
 
 
の

 
総

 
額

 
を

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

千
 
円

 
と

 
定

 
め

 
る

 
。

 
 
 
２

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
の

 
款

 
項

 
の

 
区

 
分

 
及

 
び

 
当

 
該

 
区

 
分

 
ご

 
と

 
の

 
金

 
額

 
並

 
び

 
に

 
補

 
正

 
後

 
の

 
歳

 
入

 
歳

 
 

 
 
 
 
 
出

 
予

 
算

 
の

 
金

 
額

 
は

 
、

 
「

 
第

 
１

 
表

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

 
令

 
和

 
６

 
年

 
６

 
月

 
１

０
 
日

　
提

 
出

 
 
 
 
 
鹿

 
追

 
町

 
長

 
 
 
喜

　
井

　
知

　
己

令
和

６
年

度
鹿

追
町

の
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）
は

、
次

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。

１
１

１
，

５
７

５

令
和

６
年

度
鹿

追
町

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）
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歳
　
入
　
合
　
計

 2
.繰
入
金

25
,1
40

12
7

25
,2
67

 1
.他
会
計
繰
入
金

25
,1
40

12
7

25
,2
67

11
1,
44
8

12
7

11
1,
57
5

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

（
歳
　
入
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計

62
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歳
　
出
　
合
　
計

 1
.総
務
費

44
2

12
7

56
9

 1
.総
務
管
理
費

14
4

12
7

27
1

11
1,
44
8

12
7

11
1,
57
5

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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 2
.繰
入
金

歳
　
入
　
合
　
計

25
,1
40

12
7

25
,2
67

11
1,
44
8

11
1,
57
5

12
7

歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書

（
歳
　
入
）

１
．
総
　
括

（
単
位
：
千
円
）

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

予
算
確
定
前
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12
7

44
2

56
9

12
7

11
1,
44
8

11
1,
57
5

12
7

12
7

 1
.総
務
費

歳
　
出
　
合
　
計

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額
の
財
源
内
訳

特
定
財
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議案第 ４６ 号 

 

                                  

東瓜幕辺地、北鹿追辺地及び上幌内辺地に係る総合整備計画の策定 

について 

 

 

東瓜幕辺地、北鹿追辺地及び上幌内辺地に係る総合整備計画を定めたく、辺地に係

る公共的施設の総合整備のため財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第

８８号）第３条第１項の規定に基づき議会の議決を求める。 

 

 

令和６年６月１０日提出 

 

 

鹿追町長 喜 井 知 己 

 

 

記 

 

 

東瓜幕辺地、北鹿追辺地及び上幌内辺地に係る総合整備計画書   別紙 
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別記様式

     （辺地の人口　２３５　人、面積　２０．１　ｋ㎡）　

３．公共的施設の整備計画 令和６年度から令和１０年度までの５年間

  （１）辺地を構成する町又は字の名称

総 合 整 備 計 画 書

　　　　　　　　　 北海道河東郡鹿追町　東瓜幕　辺地　　

１．辺地の概況

　暗渠排水、除礫を一体的かつ総合的に整備することにより、生産収量の増加、効率的な

        字名　河東郡鹿追町東瓜幕、中瓜幕

  （２）地域の中心の位置

　　    河東郡鹿追町東瓜幕西１６線２５番３１       

  （３）辺地度点数　　　２１４ 点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

  農林漁業経営近代化施設

　　東瓜幕辺地は、鹿追市街の北西約 15km に位置している畑作酪農地帯である。

　　本地区は、昭和48年～昭和50年において実施された営農用水事業で整備を行っている　

　が、農産物価格の低迷により地域農業を巡る情勢が一層厳しさを増し、地区内では近年

　の異常気象による影響を受けているほ場がある。そのため、農業用排水路、区画整理、

　（単位：千円）

事　業　費

区　分 財源内訳 一般財源のう

特定財源 一般財源

合　　　　計 66,226 49,800 16,426 10,700

型）他１事業

　営業作業の確立など地域農業の発展・安定化による担い手農家の育成を図れるための整

　備を行う必要がある。

整備事業（担い手支援
鹿追町 66,226 49,800 16,426 10,700

ち辺地対策事

業債の予定額

農林漁業経営近代化施設

（東瓜幕道営農業農村

事 業 主 体 名施 設 名
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別記様式

     （辺地の人口　１４０　人、面積　１４．４　ｋ㎡）　

３．公共的施設の整備計画 令和６年度から令和１０年度までの５年間

130,000

区　分

特定財源 一般財源

  産業農林道（鹿追北８線：Ｌ＝1,120m　Ｗ＝4.00（5.50）m）

１．辺地の概況

  （１）辺地を構成する町又は字の名称

  （２）地域の中心の位置

　　　　　　　　　 北海道河東郡鹿追町　北鹿追　辺地　　

　（単位：千円）

　装の必要がある。

２．公共的施設の整備を必要とする事情

　路線は、地域住民と鹿追市街を結ぶ等、各公共施設へ通じる重要な生活路線であり、

　　北鹿追辺地は、鹿追市街の北東約 2km に位置する畑作酪農地帯である。今回計画

　農畜産物の搬出路であるが、未改良あるいは未舗装のため、幅員が狭く、路盤軟弱   

  であり、車の従来や融雪長雨期には支障をきたしている状態にあるため、改良・舗

総 合 整 備 計 画 書

  （３）辺地度点数　　　２０２ 点

        字名　河東郡鹿追町北鹿追

　　    河東郡鹿追町北鹿追北１５線４番６       

52,000

一般財源のう

（北鹿追地区農道

         整備事業）

鹿追町 78,000 52,000

財源内訳

事　業　費 ち辺地対策事

合　　　　計 130,000 78,000 52,000 52,000

産業農林道

業債の予定額事 業 主 体 名施 設 名
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別記様式

     （辺地の人口　２７９　人、面積　４４．９　ｋ㎡）　

３．公共的施設の整備計画 令和６年度から令和１０年度までの５年間

250,000

  （２）地域の中心の位置

　　    河東郡鹿追町上幌内３線南２番１０       

        字名　河東郡鹿追町上幌内、幌内、西笹川

総 合 整 備 計 画 書

　　　　　　　　　 北海道河東郡鹿追町　上幌内　辺地　　

１．辺地の概況

  （１）辺地を構成する町又は字の名称

  （３）辺地度点数　　　１８３ 点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

　装の必要がある。

一般財源のう

特定財源 一般財源 ち辺地対策事

100,000

業債の予定額

産業農林道

（上幌内地区農道 鹿追町

  産業農林道（上幌内１号線：Ｌ＝1,262m　Ｗ＝4.00（5.50）m）

　　上幌内辺地は、鹿追市街の北西約 7km に位置する畑作酪農地帯である。今回計画

　路線は、地域住民と鹿追市街を結ぶ等、各公共施設へ通じる重要な生活路線であり、

　農畜産物の搬出路であるが、未改良あるいは未舗装のため、幅員が狭く、路盤軟弱   

  であり、車の従来や融雪長雨期には支障をきたしている状態にあるため、改良・舗

　（単位：千円）

事　業　費

区　分 財源内訳

150,000 100,000 100,000
         整備事業）

合　　　　計 250,000 150,000 100,000

事 業 主 体 名施 設 名
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議案第 ４７ 号 

 

北海道後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、

北海道後期高齢者医療広域連合規約を別紙のとおり変更する。 

 

令和６年６月１０日提出 

 

鹿追町長 喜 井 知 己 
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北海道後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約 

 

北海道後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年３月１日市町村第１９６９

号指令）の一部を次のように改正する。 

 

第４条を次のように改める。 

 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号。以下「高齢者医療確保法」という。）及び高齢者医療確保法に基づく命令

に基づき後期高齢者医療広域連合が行うものとされた後期高齢者医療の事務及

びそれに付随する事務を処理する。 

 

第１９条第２項中「別表第２」を「別表」に改める。 

 

別表第１（第４条関係）を削り、別表第２（第１９条関係）を別表とする。 

 

附 則 

１ この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第

１項の規定による北海道知事の許可の日から施行する。 
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議案第 ４８ 号 

 

財産の取得について 

 

 下記のとおり財産を取得したいので、地方自治法第９６条第１項第８号及び議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

令和６年６月１０日提出 

鹿追町長 喜 井 知 己 

 

記 

 

１ 取得財産の表示  町営牧場用ホイールローダ購入一式 

 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札 

 

３ 契 約 金 額  １９，６９０，０００円 

 

４ 契約の相手方  鹿追町西町４丁目１番地 

           有限会社日吉鐵工車輛 

           代表取締役 日吉 徹恭 
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